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改正労働基準法施行規則 
専門業務型裁量労働制と企画

業務型裁量労働制の協定事項

に・同意及び撤回を追加 

(令和 6年 4月～) 

専門業務型裁量労働制と企画

業務型裁量労働制の協定事項に

次の事項が追加されました。 

・ 労働者の同意を必要とすること 

・ 同意撤回に関する手続き 

・ 同意及び撤回記録の作成保存 

・ 企画業務型裁量労働制の対象

労働者の評価制度と対応する

賃金制度の変更の労使委員会

への説明 

（労基法施行規則第 24条の 2、

第 24条の 3、第 71条） 

 

改正労働基準法施行規則 

労働条件明示事項に通算契約

期間を追加 

(令和 6年 4月～) 

労働基準法第 15条第 1項前段

の規定により明示すべき労働条件

に、通算契約期間又は有期労働

契約の更新回数の上限並びに業

務の変更の範囲が追加されまし

た。 

改正労働基準法 

建設業の時間外労働の上限規制 

(令和 6年４月～) 

時間外労働の上限規制につい

て、建設業では令和６年３月 31日

までは適用が猶予されていました

が、令和６年４月１日以降は、建設

業においても、一般の業種と同じ

く上限規制が適用されています。 

ただし、建設業のうち「災害の復

旧・復興の事業」については、月

100 時間未満と、２～６ヵ月平均

80 時間以内の上限を適用しない

こととされています。 
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リーフレット 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/108000

00/001129457.pdf 

 

 

 

 
リーフレット 

https://jsite.mhlw.go

.jp/chiba-

roudoukyoku/conten

t/contents/00097058

6.pdf 

 

 
トラック運転者の改善基準 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/T_0928

_4c_kaizenkijyunkok

uji_L_T02.pdf 

改正労働基準法 

医師の時間外労働の上限規制

(令和 6年４月～) 

令和６年４月１日以降は、医師に

ついて、３つの分類に基づく上限

規制が適用されています。 

原則の上限時間（月 45時間以

内・年 360時間以内）について

は、一般の業種と同じです。 

原則の上限時間を超える場合、

一般の勤務医はＡ水準、 

地域医療確保のために長時間労

働が必要となる医師はＢ水準、 

初期臨床研修医・新専門医制度

の専攻医などはＣ水準とされ、そ

れぞれの時間外労働の上限規制

が適用されています。 

Ａ水準：年 960時間以内（休日労

働含む）月 100時間未満（休

日労働含む）（例外あり） 

Ｂ水準：年 1,860時間以内（休日

労働含む）月 100時間未満

（休日労働含む）（例外あり） 

Ｃ水準：年 1,860時間以内（休日

労働含む）月 100時間未満

（休日労働含む）（例外あり） 

 

改正労働基準法 

(令和 6年４月～) 

運送業（自動車運転者）の時間

外労働の上限規制 

時間外労働の上限規制について

運送業では令和６年３月 31日ま

で適用が猶予されていましたが、

令和６年４月１日以降は、運送業

にも、上限規制が適用されていま

す。 

自動車運転者は、特別条項付き

36協定を締結する場合の年間の

時間外労働の上限が年 960時間

となりました。 

ただし、運送業の年間の上限時

間（960時間）については、一般の

業種と異なり、月 45時間超の時

間外労働を６ヵ月までとする規制

は適用されません。 

なお、運送業であっても、運行管

理者、事務職、整備・技能職、倉

庫作業職等、ドライバー以外の業

務に従事する従業員は、一般の

業種の上限規制に従う必要があ

ります。 

 

改正改善基準告示（運送業） 

自動車運転者の労働時間等の

改善のための基準告示の改正 

(令和 6年４月～) 

令和６年４月１日から改善基準告示

が改正され、拘束時間が短縮され、

休息期間が延長されています。 

○ トラック運転手の 

1年間の拘束時間が 3516時

間から原則 3300時間、最大

3400時間に、 

1か月の拘束時間が原則 293

時間、最大 320時間から原則

284時間、最大 310時間に、 

1日の休息期間が原則 8時間

から継続 9時間に 

改正されました。 

○ バス運転手の 

1年間の拘束時間が原則

3380時間、最大 3848時間か

ら原則 3300時間、最大 3400

時間に、 

1か月の拘束時間が原則 293

時間、最大 320時間から原則

281時間、最大 309時間に、 

1日の休息期間が原則 8時間

から継続 9時間に 

改正されました。 

○ タクシーハイヤー運転手の 

1か月の拘束時間が原則 299

時間から 288時間に、 

1日の休息期間が原則 8時間

から継続 9時間に 

改正されました。 

 

https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/000970586.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/000970586.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/000970586.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/000970586.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/chiba-roudoukyoku/content/contents/000970586.pdf
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バス運転者の改選基準 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/001161

937.pdf 

 
タクシー運転者の改善基準 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/001161

933.pdf 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/112012

50/001056717.pdf 

リーフレット 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/113050

00/000654446.pdf 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g

o.jp/content/001108

426.pdf 

 

 
 

 

改正労働安全衛生規則 

(令和 6年 1月～) 

金属アーク溶接等作業主任者 

作業主任者の選任作業区分に

金属アーク溶接等作業主任者が

追加されました。 

改正特定化学物質障害予防規

則    (令和 6年 1月～) 

金属アーク溶接等作業主任者 

金属アーク溶接等作業につい

て、特定化学物質作業主任者に

替わり金属アーク溶接等作業主

任者を選任することができるよう

になりました。（特化則 27条） 

金属アーク溶接等作業主任者の

職務規定 

金属アーク溶接等作業主任者

の職務が規定されました。（特化

則 28条の２） 

金属アーク溶接等限定技能講習 

金属アーク溶接等限定技能講

習が特定化学物質作業主任者技

能講習が準用され規定されまし

た。 

改正労働安全衛生規則 

本足場原則と一側足場の使用範

囲明確化  

(令和 6年 4月～) 

設置場所の幅が１ｍ以上ある場

合は設置が困難な場合を除き、

原則として本足場を使用すること

が義務付けられました。 

 

（安衛則 561条の２新設） 

（本足場の使用） 

第 561 条の 2 事業者は、幅が

一メートル以上の箇所において足

場を使用するときは、本足場を使

用しなければならない。 

ただし、つり足場を使用すると

き、又は障害物の存在その他の

足場を使用する場所の状況により

本足場を使用することが困難なと

きは、この限りでない。 
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リーフレット 
https://www.roudou
kyoku-
setsumeikai.mhlw.go. 
jp/briefing/2023060
2/d7108685ba124f42
aadab6df2ade9118.p
df 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/112012
50/001125482.pdf 
 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/113050
00/001010519.pdf 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/file/06-
Seisakujouhou-
11300000-
Roudoukijunkyokuan
zeneiseibu/ot.ato-
5.pdf 
 

 

改正労働安全衛生規則 

テールゲートリフターの操作者に

対する特別教育の義務化  

  (令和 6年 2月～) 

貨物自動車が最大積載量の 2 ト

ン以上の車両の荷を積み卸す作

業を伴うテールゲートリフターの操

作の業務が特別教育の対象にな

りました。 

事業者はテールゲートリフターの

操作業務に就かせる労働者に対

し特別教育を実施しなければなり

ません。 

（安衛則第 36条） 

 

改正労働安全衛生法施行令 

ラベル表示・SDS交付等の義務対

象物質の追加関係 

 (令和 7年 4月～) 

の労働安全衛生法施行令（安衛

令）第 18条及び第 18条の２の規

定に基づき令別表第９に個々の

物質名を列挙する規定方法か

ら、安衛令では対象物質の性質

や基準を包括的に示し、規制対

象の外枠を規定した上で、当該

性質や基準に基づき個々の物質

名を厚生労働省令に列挙する方

法へ改正を行うとともに、ラベル・

ＳＤＳ対象物質の追加等が行われ

ました。 

改正労働安全衛生法施行令 

除じん性能を有する電動工具に

係る石綿等粉じん発散防止措置 

 (令和 6年 4月～) 

除じん性能を有する電動工具に

係る石綿等粉じんの発散防止措

置が見直されました。 

（安衛則 561条の２新設） 

改正労働安全衛生規則 

皮膚等障害化学物質の規制 

(令和 6年 4月～) 

保護衣、保護手袋、履物又は保

護眼鏡等適切な保護具を使用さ

せるよう努めなければならない皮

膚若しくは眼に障害を与えるおそ

れ又は皮膚から吸収され、若しく

は皮膚に侵入して、健康障害を

生ずるおそれがある化学物質又

は化学物質を含有する製剤が示

されました。 

保護具着用管理責任者の教育 

(令和 6年 4月～) 

保護具に関する知識及び経験を

有する者から選任される保護具着

用管理責任者を選任できない場

合に受講する「保護具着用管理

責任者教育実施要領」が示されま

した。 

これによる教育が教習機関で実

施されます。 

令和５年 7月 4日付け基発 0704

第１号通達 



労働法令の改正について  （金沢労働基準協会Ｒ6.12.23） 

令和 6年中に改正公布された労働法令と令和 6年中に改正施行された労働法令を掲載しています。 

- 5 - 

 

 
リーフレット  
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o.jp/content/001261
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ガイドライン 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/113020
00/001156454.pdf 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/112000
00/001292236.pdf 

 

 

 

 

 

特定受託事業者に係る取引の

適正化等に関する法律 

フリーランスが安定的に働ける環

境整備のためのフリーランス新法 

(令和 6年 11月～) 

 フリーランス（特定受託事業者）

に業務委託を行う発注事業者（特

定業務委託事業者）に対し、業務

委託をした際の書面等による取引

状況の明示、発注した物品等を

受領した日から原則 60 日以内で

の報酬支払、ハラスメント対策の

ための体制整備等が義務付けら

れました。 

健康診断ガイドライン策定 

リスクアセスメント対象物質健康

診断ガイドライン策定 

(令和 6年 4月～) 

（１）リスクアセスメント対象物製

造、取扱業務のリスクアセスメント

の結果に基づき、必要があると認

めるときは、医師又は歯科医師に

よる健康診断を行い、その結果に

基づき必要な措置を講じなけれ

ばならないこと、 

（２）リスクアセスメント対象物のう

ち、厚生労働大臣が定める濃度

の基準を超えて対象物にばく露し

たおそれがあるときは、速やか

に、医師等による健康診断を行

い、その結果に基づき必要な措

置を講じなければならないこと 

が事業者に義務付けられてお

り、その基本的な考え方及び留意

すべき事項を示した「リスクアセス

メント対象物健康診断に関するガ

イドライン」が策定されました。 

改正労働安全衛生規則 

労働者死傷病報告の電子申請

が義務化されます！ 

(令和 7年 1月～) 

労働者死傷病報告の報告事項

について、災害発生状況をより的

確に把握すること等を目的とし

て、以下のとおり改正されます。 

※ 経過措置として、当面の間、

電子申請が困難な場合は書面に

よる報告が可能です。 

これまで自由記載であった①、

②、③、⑤について該当するコー

ドから選択できるようになり、 

④については留意事項別に記入

できるように記入欄が５分割されま

した。 

①事業の種類 

日本標準産業分類から該当する 

細分類項目を選択してください。 

（例）製造業＞食料品製造業＞

水産食料品製造業＞水産缶詰・

瓶詰製造業 

③傷病名及び傷病部位 

該当する傷病名及び傷病部位 

選択してください。 

（例）傷病名：負傷＞切断 

傷病部位：頭部＞ 

④災害発生状況及び原因 

５つの記入欄にそれぞれ記入し 

てください 

⑤国籍・地域及び在留資格 

該当する国籍・地域及び在留資 

格を選択してください。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/001261528.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001261528.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001261528.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
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リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/112000
00/001292236.pdf 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
改正省令新旧対照表 
https://www.jaish.gr.
jp/horei/hor1-
2/hor1-2-381-1-
2.pdf 
改正通達 
https://www.jaish.gr.
jp/anzen/hor/hombu
n/hor1-65/hor1-65-
9-1-0.htm 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.go.jp/conten

t/001254088.pdf 

 
 

 
改正省令 
https://www.jaish.gr.
jp/anzen/hor/hombu
n/hor1-2/hor1-2-
381-1-0.htm 

改正労働安全衛生規則 
労働者死傷病報告のほか、以下

の報告も電子申請が義務化され

ます。 

(令和 7年 1月～) 

⚫  総括安全衛生管理者/安全

管理者/衛生管理者/産業医

の選任報告 

⚫ 定期健康診断結果報告 

⚫  心理的な負担の程度を把握

するための検査結果等報告 

⚫ 有害な業務に係る歯科健康

診断結果報告 

⚫ 有機溶剤等健康診断結果報

告 

⚫ じん肺健康管理実施状況報告 

これらに報告内容の変更はあり

ません。 

改正労働安全衛生規則 

一人親方等の安全衛生対策 

労働者と同じ場所で危険有害な

作業を行う個人事業者等にも適

用されるよう改正された。 

(令和 7年 4月～) 

条文中の「労働者」を「作業に従

事する者」に置き換えるなど次の

ような各規定が改正された。 
第 24条の 6（隧道等人員の確認） 

第 101条（原動機、回転軸等） 

第 116条（テーブルとう乗の禁止） 

第 128条（自動送材車立入禁止） 

第 150条 3産業用ロボツト教示等） 

第 150条 5産業用ロボツト検査等）

第 151条 7車両系荷役運搬機械等 

第 151条 95車両系木材伐出機械 

第 151条 142林業架線作業 

第 162条車両系建設機械 

第 245条型わく支保工組立作業 

第 273条化学設備送給原材料 

第 313条ガス集合溶接装置 

第 361条地山の崩壊等危険個所 

第 389条 7ずい道等建設作業 

第 411条岩石採取掘削作業場 

第 433条はい付けはいくずし作業 

第 452条揚貨装置、クレーン、移動

式クレーン又はデリック 

第 478条かかり木の処理の作業 

第 479条伐木の作業 

第 481条造林、伐木、かかり木の処

理、造材。木寄せの作業 

第 517条 3建築物鉄骨組立 

第 517条 7鋼橋架設等の作業 

第 517条 11木造建築物の組立 

第 532条 2ホッパー等の内部 

第 564条足場の組立等作業 

第 575条 7作業構台組立作業 

第 575条 12土石流危険河川の建

設工事 

 

 

改正ボイラー及び圧力容器安

全規則 

一人親方等の安全衛生対策 

労働者と同じ場所で危険有害な

作業を行う個人事業者等にも適

用されるよう改正された。 

(令和 7年 4月～) 
(ボイラー室の出入口)第 19 条の規定

の「ボイラーを取り扱う労働者」を「ボイ

ラーを取り扱う者」に改め、 

ボイラー室の管理等)第 29条の規定を

「ボイラー室その他のボイラー設置場所

に関係者以外の者がみだりに立ち入る

ことについて、禁止する旨を見やすい

箇所に表示することその他の方法により

禁止するとともに、表示以外の方法によ

り禁止したときは、当該場所が立入禁

止である旨を見やすい箇所に表示する

こと」とされました。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001292236.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-2.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-2.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-2.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001254088.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001254088.pdf
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
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改正省令 
https://www.jaish.gr.
jp/anzen/hor/hombu
n/hor1-2/hor1-2-
381-1-0.htm 
改正省令新旧対照表 
https://www.jaish.
gr.jp/horei/hor1-
2/hor1-2-381-1-
3.pdf 
改正通達 
https://www.jaish.gr.
jp/anzen/hor/hombu
n/hor1-65/hor1-65-
9-1-0.htm 
 
 

 
改正省令 
https://www.jaish.gr.
jp/anzen/hor/hombu
n/hor1-2/hor1-2-
381-1-0.htm 
 

 
最賃リーフレット 

https://jsite.mhlw.go.j
p/ishikawa-
roudoukyoku/content/
contents/17_mw2024_
A4_japan_ishikawa.pdf 

 

 

 

特定最賃リーフレット 
https://jsite.mhlw.go.j
p/ishikawa-
roudoukyoku/content/
contents/002034864.p
df 
 
 
 

 

 

改正クレーン等安全規則 

一人親方等の安全衛生対策 

労働者と同じ場所で危険有害な

作業を行う個人事業者等にも適

用されるよう改正された。 

(令和 7年 4月～) 

搭乗の制限規定の第 26 条の

「労働者」を「クレーンを使用する

作業場において作業に従事する

者」に、第 27 条の「労働者」を「労

働者（作業の一部を請負人に請

け負わせる場合においては、労働

者及び当該請負人）」 

に改められます。 

立入禁止規定の第 28 条の「労

働者を立ち入らせてはならない」

を「当該作業場において作業に従

事する者が立ち入ることについ

て、禁止する旨を見やすい箇所に

表示することその他の方法により

禁止しなければならない」に、第

29条の「労働者を立ち入らせては

ならない」を「当該作業場におい

て作業に従するがつり上げられて

いる荷の下に立ち入ることについ

て、禁止する旨を見やすい箇所に

表示することその他の方法により

禁止しなければならない」に改め

られます。 

 

改正ゴンドラ安全規則 

一人親方等の安全衛生対策 

労働者と同じ場所で危険有害な

作業を行う個人事業者等にも適

用されるよう改正された。 

(令和 7年 4月～) 

 (ゴンドラを使用して作業を行な

つている箇所の下方の立入禁止) 

第18条の規定の「関係労働者」を

「関係者」に、 

「立ち入ることを禁止し、か つ、

その旨を見やすい箇所に表示し

なければならない。」を 

「立ち入ることについて、禁止す

る旨を見やすい箇所に表示するこ

とその他の方法により禁止すると

ともに、表示以外の方法により禁

止したときは、当該箇所が立入禁

止である旨を」に改められます。 

改正石川県最低賃金告示 

石川県最低賃金が 51 円引き上

げられ、時間額 984円になりまし

た 

(令和 6年 10月 5日～) 

改正石川県特定最低賃金告示 

石川県産業別特定最低賃金が 

時間額 40円～45円引き上げら

れました 

(令和 6年 12月 31日～) 

1. 石川県一般機械製造業特定

最低賃金が 1,000 円から 40 円

引き上げられて時間額 1,040 円

になりました 

2. 石川県自動車製造業特定最

低賃金 1,000 円から 40 円引き

上げられて時間額 1,040 円にな

りました 

3. 石川県電気機械製造業特定

最低賃金 963 円から 45 円引き

上げられて時間額 1,008 円にな

りました 

4. 石川県百貨店、総合スーパー

最低賃金が 950円から 44円引

き上げられて時間額 994円にな

りました 

https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-3.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-3.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-3.pdf
https://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-2/hor1-2-381-1-3.pdf
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-381-1-0.htm
https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/content/contents/17_mw2024_A4_japan_ishikawa.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/content/contents/17_mw2024_A4_japan_ishikawa.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/content/contents/17_mw2024_A4_japan_ishikawa.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/content/contents/17_mw2024_A4_japan_ishikawa.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/content/contents/17_mw2024_A4_japan_ishikawa.pdf
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リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 

 

 
 
 
 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 

 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 

 

改正育児介護休業法 

子の年齢に応じた柔軟な働き方

を実現するための措置の拡充 

(令和７年 10月～) 

柔軟な働き方を実現するための

措置等が事業主の義務になりま

す 

⚫ ３歳以上、小学校就学前の子

を養育する労働者に関する柔

軟な働き方を実現するための

措置 

⚫ 事業主が選択した措置につい

て、労働者に対する個別の周

知・意向確認の措置 

改正育児介護休業法 

所定外労働の制限（残業免除）の

対象が拡大されます 

(令和 7年 4月～) 

所定外労働の制限（残業免除）

の対象が 

３歳に満たない子を養育する労

働者から 

小学校就学前の子を養育する

労働者に拡大されます。 

改正育児介護休業法 

育児のためのテレワークの導入が

努力義務化されます 

(令和 7年 4月～) 

３歳に満たない子を養育する労

働者がテレワークを選択できるよ

うに措置を講ずることが、事業主

に努力義務化されます。 

 

改正育児介護休業法 

子の看護休暇が見直されます 

(令和 7年 4月～) 

【名称】が「子の看護休暇」から

「子の看護等休暇」に変更 

【対象となる子の範囲】が「小学

校就学の始期に達するまで」から

「小学校３年生修了まで」に延長 

【取得事由】が「病気・けが」、「予

防接種・健康診断」に「感染症に

伴う学級閉鎖等」と「入園(入学)

式、卒園式 」を追加 

【労使協定の締結により除外でき

る労働者】の「(1)引き続き雇用さ

れた期間が６か月未満」が撤廃、 

「(2)週の所定労働日数が２日以

下」のみとなった。 

 

 

 

改正育児介護休業法 

仕事と育児の両立に関する個別

の意向聴取・配慮が事業主の義

務になります 

(令和７年 10月～) 

妊娠・出産の申出時や子が３歳

になる前に、労働者の仕事と育児

の両立に関する個別の意向聴

取・配慮が事業主に義務づけられ

ます 
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リーフレット     

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119090
00/001029776.pdf    
 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119000
00/001259367.pdf 
 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/119090 
00/001259419.pdf    

 

 

 

改正育児介護休業法 

育児休業取得状況の公表義務が

300人超の企業に拡大されます 

(令和 7年 4月～) 

従業員数 300人超の企業に、男

性の育児休業取得率等の状況を

公表することが義務付けられま

す。(現行では、従業員数 1,000

人超の企業に公表が義務付けら

れています。) 

 

 

 

改正育児介護休業法 

介護離職防止のための個別の周

知・意向確認、 雇用環境整備等

の措置が事業主の義務になりま

す 

(令和 7年 4月～) 

⚫ 介護に直面した旨の申出をし

た労働者に対する介護休業制

度等に関する個別の周知・意

向確認の措置（※面談・書面

交付等による。） 

⚫ 介護に直面する前の早い段階

(40歳等)での介護休業制度等

に関する情報提供 

⚫ 介護休業や介護両立支援制

度等を利用しやすくするため

の雇用環境の整備 

（※研修、相談窓口設置等の

いずれかを選択して措置。） 

⚫ 要介護状態の対象家族を介

護する労働者がテレワークを

選択できるよう事業主に努力

義務 

⚫ 介護休暇について、引き続き

雇用された期間が６か月未満

の労働者を労使協定に基づき

除外する仕組みを廃止 

 

改正次世代育成支援対策推進

法 

育児休業取得等に関する状況

把握・数値目標設定が義務付け

られます 

(令和 7年 4月～) 

従業員数 100人超の企業は、一

般事業主行動計画策定時に次の

ことが義務付けられます。（従業

員数 100 人以下の企業は、努力

義務の対象です。） 

⚫ 計画策定時の男性労働者の

育児休業取得状況およびフル

タイム労働者の労働時間の状

況の把握（PDCA サイクルの実

施） 

⚫ 男性労働者の育児休業取得

状況およびフルタイム労働者

の労働時間の状況に関する数

値目標の設定 

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001029776.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001029776.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001029776.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/119090　00/001259419.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/119090　00/001259419.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/119090　00/001259419.pdf
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厚生労働省労働基準
局長通達 
https://www.mhlw.g
o.jp/hourei/doc/tsuc
hi/T240614K0010.p
df 
 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/116000
00/001255172.pdf 
 

 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/116000
00/001255172.pdf 
 
 

 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/116000
00/001255172.pdf 
 
 

 
リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/116000
00/001255172.pdf 
 
 
 
 
 

改正労働安全衛生規則 

改正安全衛生特別教育規程 

(電気自動車等の整備の業務に

係る特別教育) 

(令和 6年 10月～) 

電気自動車等のバッテリーを低

圧に限定する規定を除き、高圧

電気のバッテリーの電気自動車等

も電気自動車等の整備の業務に

係る特別教育の対象とすることし

た。 

改正雇用保険法、改正職業訓

練の実施等による特定求職者

の就職の支援に関する法律 

雇用保険の適用拡大 

(令和 10年 10月～) 

雇用保険の被保険者の要件のう

ち、週所定労働時間を「20 時間

以上」から「10 時間以上」に変更

し、適用対象を拡大する。 

改正雇用保険法、改正特別会

計に関する法律 

教育訓練やリ・スキリング支援の

充実 

(令和 7年 4月～) 

① 自己都合で退職した者が、

雇用の安定・就職の促進に必要

な職業に関する教育訓練等を自

ら受けた場合には、給付制限をせ

ず、雇用保険の基本手当を受給

できるようにする（※２）。 

※２ 自己都合で退職した者につ

いては、給付制限期間を原則２か

月としているが、１か月に短縮する

（通達）。 

② 教育訓練給付金について、

訓練効果を高めるためのインセン

ティブ強化のため、雇用保険から

支給される給付率を受講費用の

最大 70％から 80％に引き上げる

（※３）。 

※３ 教育訓練受講による賃金増

加や資格取得等を要件とした追

加給付（10％）を新たに創設する

（省令）。 

③ 自発的な能力開発のため、

被保険者が在職中に教育訓練の

ための休暇を取得した場合に、そ

の期間中の生活を支えるため、基

本手当に相当する新たな給付金

を創設する。 

改正雇用保険法、改正労働保

険の保険料の徴収等に関する

法律 

育児休業給付に係る安定的な

財政運営の確保 

(令和7年4月～一部は公布日) 

① 育児休業給付の国庫負担の

引下げの暫定措置（※４）を廃止

する。 

※４ 本来は給付費の 1/8だが、

暫定措置で 1/80 とされている。 

② 育児休業給付の保険料率を

引き上げつつ(0.4％→0.5％) 、保

険財政の状況に応じて引き下げ

(0.5％→0.4％)られるようにする

(※5)。 

※５ ①・②により、当面の保険料

率は現行の 0.4％に据え置きつ

つ、今後の保険財政の悪化に備

えて、実際の料率は保険財政の

状況に応じて弾力的に調整。 

改正雇用保険法 

雇用保険制度の見直し 

(令和7年4月～一部は公布日) 

○ 教育訓練支援給付金の給付

率の引下げ (基本手当の 80％

→60％)及びその暫定措置の令

和８年度末までの継続、介護休業

給付に係る国庫負担引下げ等の

暫定措置の令和８年度末までの

継続、就業促進手当の所要の見

直し等を実施する。 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240614K0010.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240614K0010.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240614K0010.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240614K0010.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001255172.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001255172.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001255172.pdf
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リーフレット 

https://www.mhlw.g
o.jp/content/116000
00/000744250.pdf 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 
リーフレット 

https://www.nenkin.go.jp/oshiras

e/topics/2021/0219.files/jigyounu

siri-huretto.pdf 

 

 

パンフレット 

https://www.nenkin.go.jp/oshiras

e/topics/2021/0219.files/jigyounu

shi_guidebook.pdf 

 

 
Ｑ＆Ａ集 

https://www.nenkin.go.jp/oshiras

e/topics/2021/0219.files/QA0610

.pdf 

 

 

 

改正雇用保険法 

高年齢雇用継続給付の支給率

の引き下げ 

(令和 7年 4月～) 

60 歳以上の従業員を再雇用す

る場合において、一定の要件（60

歳時点の賃金額の 75％未満）を

満たした場合には、雇用保険から

「高年齢雇用継続給付」が支給さ

れます。 

高年齢雇用継続給付は、65 歳

に到達するまでの期間において、

60 歳以後の各月の賃金の 15％

が支給されていますが、令和７年

４月１日以降は、この給付率が

15％から 10％に引き下げられま

す。 

改正健康保険法・改正厚生年

金法 

社会保険の適用が従業員数 51

人以上の企業に拡大 

(令和 6年 10月～) 

社会保険の被保険者数が 51 人

以上の会社を対象に、正社員の４

分の３に満たない時間働くパート・

アルバイトなどであっても、次の要

件を満たす場合には、健康保険・

厚生年金保険の被保険者として

取り扱い、社会保険に加入するこ

とが義務付けられました。 

⚫ 短時間労働者の社会保険の

加入要件 

⚫ 特定適用事業所に使用され

ていること 

⚫ 報酬が月額88,000円以上で

あること 

⚫ １週間の所定労働時間が 20

時間以上であること 

⚫ 雇用期間が２ヵ月を超えるこ

とが見込まれること 

⚫ 学生でないこと 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounusiri-huretto.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounusiri-huretto.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounusiri-huretto.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounushi_guidebook.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounushi_guidebook.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/jigyounushi_guidebook.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/QA0610.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/QA0610.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.files/QA0610.pdf


労働法令の改正について  （金沢労働基準協会Ｒ6.12.23） 

令和 6年中に改正公布された労働法令と令和 6年中に改正施行された労働法令を掲載しています。 
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https://www.mhlw.g

o.jp/content/124010

00/001114698.pdf 

 

 

 

マイナンバーカードの健康保険証へ

の移行にともなう対応について 

日本年金機構ホームページ 

https://www.nenkin.go.jp/oshira

se/taisetu/2024/202411/1125.ht

ml 

 

 

改正マイナンバー法、改正健康

保険法 

健康保険証が廃止され、マイナ

ンバー保険証となります。 

(令和 6年 12月 2日～) 

令和 6年 12月 2日以降、マイナ

ンバーカードを健康保険証として

利用する仕組みに移行し、現行の

健康保険証が新たに発行されなく

なりますが、 

・12月 2日時点で有効な健康保

険証は最長 1 年間（※）、引き続

き使用できるほか、 

・12 月 2 日以降は、健康保険証

として利用できるマイナンバーカ

ードがお手元にない方などには、 

現行の健康保険証の有効期限

内に資格確認書が順次交付さ

れ、これまで通り医療にかかること

ができます。 

※有効期限が 2025 年（令和 7）

年 12 月 1 日より前に切れる場合

や、転職・転居などで保険者の異

動が生じた場合はその有効期限

まで有効です。 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001114698.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001114698.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001114698.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2024/202411/1125.html
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2024/202411/1125.html
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2024/202411/1125.html

